
 
 

 
新 旧 

愛媛県卸売市場条例 愛媛県卸売市場条例 
昭和47年４月１日

条例第25号
昭和47年４月１日 

条例第25号 
 （定義） 
第２条 省略  
２ この条例において「開設者」とは、法第13条の５第１項又は第  

55条の許可を受けた者をいう。 
３ 省略 
（開設等の許可の申請） 

 （定義） 
第２条 省略 
２ この条例において「開設者」とは、法          第  
55条の許可を受けた者をいう。 

３ 省略 
（開設 の許可の申請） 

第３条 法第13条の５第１項又は第55条の許可を受けようとする者 
は、申請書に規則で定める書類を添えて知事に提出しなければな 
らない。 

第３条 法          第55条の許可を受けようとする者 
は、申請書に規則で定める書類を添えて知事に提出しなければな 
らない。 

（市場、業務規程及び事業計画） （市場、業務規程及び事業計画） 
第４条 省略 第４条 省略 
２ 法第56条第２項（法第13条の５第４項において準用する場合を 
含む。）の条例で定める事項は、次   に掲げる事項とする。 

２ 法第56条第２項                      
     の条例で定める事項は、次の各号に掲げる事項とする。 

(１) 地方卸売市場の位置及び面積 (１) 地方卸売市場の位置及び面積 
(２) 取扱品目 (２) 取扱品目 
(３) 開場の期日及び時間 (３) 開場の期日及び時間 
(４) 卸売の業務に係る売買取引及び決済の方法 (４) 卸売の業務に係る売買取引及び決済の方法 
(５) 卸売の業務に係る物品の品質管理の方法 
(６) 卸売の業務を行う 者に関する事項 

 
(５) 卸売の業務を行なう者に関する事項 

(７) 買受人に関する事項 (６) 買受人に関する事項 
(８) 施設の使用料 (７) 施設の使用料 

３ 法第56条第３項（法第13条の５第４項において準用する場合を 
  含む。）の条例で定める事項は、次   に掲げる事項とする。  

３ 法第56条第３項                      
    の条例で定める事項は、次の各号に掲げる事項とする。 

(１) 取扱品目ごとの供給対象人口（規則で定める地方卸売市場 (１) 取扱品目ごとの供給対象人口（規則で定める地方卸売市場 
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に限る。）並びに取扱いの数量及び金額の見込み 

(２) 施設の種類、規模、配置及び構造  
(３) 開設に要する費用並びにその財源及び償却に関する計画 
（卸売業務の許可の申請等） 

に限る。）並びに取扱いの数量及び金額の見込み 
(２) 施設の種類、規模、配置及び構造  
(３) 開設に要する費用並びにその財源及び償却に関する計画 
（卸売業務の許可の申請 ） 

第５条 法第58条第１項の許可を受けようとする者は、申請書に規 
則で定める書類を添えて知事に提出しなければならない。 

第５条 法第58条第１項の許可を受けようとする者は、申請書に規 
則で定める書類を添えて知事に提出しなければならない。 

２ 法第13条の６の規定により法第58条第１項の許可を受けたもの
とみなされる者であつて、法第13条の５第１項の許可を受けて開 
設される地方卸売市場において卸売の業務を行おうとするものは 
、届出書に規則で定める書類を添えて知事に提出しなければなら 
ない。 

 
 
 
 

（許可証） （許可証） 
第９条 知事は、法第13条の５第１項、第55条又は第58条第１項の 
許可をしたときは、許可証を交付しなければならない。 

第９条 知事は、法         第55条又は第58条第１項の 
許可をしたときは、許可証を交付しなければならない。 

２・３ 省略 ２・３ 省略 
（営業の譲渡し及び譲受け並びに合併及び分割） （営業の譲渡し及び譲受け並びに合併    ） 

第10条 省略 第10条 省略 
２ 開設者等たる法人の合併の場合（開設者等たる法人と開設者等 
でない法人が合併して開設者等たる法人が存続する場合を除く。）
又は分割の場合（地方卸売市場における開設又は卸売の業務を承 
継させる場合に限る。）において、当該合併又は分割について知 
事の認可を受けたときは、合併後存続する法人若しくは合併によ 
り設立された法人又は分割により当該業務を承継した法人は、開 
設者等の地位を承継する。 

２ 開設者等たる法人の合併の場合（開設者等たる法人と開設者等 
でない法人が合併して開設者等たる法人が存続する場合を除く。）         

                               
            において、当該合併    について知 
事の認可を受けたときは、合併後存続する法人又は  合併によ 
り設立された法人                  は、開 
設者等の地位を承継する。 

３・４ 省略 ３・４ 省略 
（卸売業者についての卸売の相手方としての買受けの禁止） （卸売業者についての卸売の相手方としての買受けの禁止） 

第14条 卸売業者（その役員及び使用人を含む。）は、卸売の業務 
を行う 市場において、その許可に係る取扱品目の部類に属する 
生鮮食料品等についてされる卸売の相手方として、生鮮食料品等 
を買い受けてはならない。ただし、業務規程で定めるところによ 

第14条 卸売業者（その役員及び使用人を含む。）は、卸売の業務 
を行なう市場において、その許可に係る取扱品目の部類に属する 
生鮮食料品等についてされる卸売の相手方として、生鮮食料品等 
を買い受けてはならない。                  
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り、開設者が卸売の業務の適正かつ健全な運営を阻害するおそれ 
がないと認めたときは、この限りでない。 

   
  

 （委託手数料以外の報償の収受の禁止） 
第15条 削除 第15条 卸売業者は、地方卸売市場における卸売のための販売の委 

託の引受けについて、その委託者から業務規程で定める委託手数 
料以外の報償を受けてはならない。 

（公示事項） （公示事項） 
第35条 知事は、次の各号に掲げるときは、その旨を公示しなけれ 
ばならない。その公示した事項に変更があつたときも、同様とす 
る。 

第35条 知事は、次の各号に掲げるときは、その旨を公示しなけれ 
ばならない。その公示した事項に変更があつたときも、同様とす 
る。 

(１) 法第13条の５第１項、第55条、第58条第１項又は第60条の 
許可をしたとき。 

(１) 法         第55条、第58条第１項又は第60条の 
許可をしたとき。 

(２) 法第65条第１項又は第２項の処分をしたとき。 (２) 法第65条第１項又は第２項の処分をしたとき。 
(３) 第５条第２項又は第８条の届出があつたとき。 (３) 第８条        の届出があつたとき。 
（許可申請手数料） （許可申請手数料） 

第36条 次の各号に掲げる許可を受けようとする者は、当該各号に 
掲げる額の申請手数料を納付しなければならない。 

第36条 次の各号に掲げる許可を受けようとする者は、当該各号に 
掲げる額の申請手数料を納付しなければならない。 

(１) 法第13条の５第１項又は第55条の許可 5,550円 (１) 法          第55条の許可 5,550円 
(２) 法第58条第１項の許可 5,550円 (２) 法第58条第１項の許可 5,550円 

 


